
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民法改正に伴い、賃金の時効の動向が注目されて

いましたが、令和2年1月10日、労働政策審議会から

厚生労働大臣に対し、法律案要綱はおおむね妥当

との答申が行われました。 

 

●主な内容 

(1)労働者名簿等の書類の保存期間の延長 

労働者名簿、賃金台帳及び雇入れ、解雇、災害補

償、賃金その他労働関係に関する重要な書類の保

存期間について、5年間に延長すること 

(2)付加金の請求を行うことができる期間の延長 

付加金の請求を行うことができる期間について、違

反があった時から5年に延長すること 

(3)賃金請求権の消滅時効期間の見直し等 

賃金（退職手当を除く）の請求権の消滅時効期間を

5年間に延長すること 

(4)経過措置 

ただし、上記（1）～（3）については、経過措置として

労働者名簿等の保存期間、付加金の請求を行うこと

ができる期間及び賃金（退職手当を除く）の請求権

の消滅時効期間は、当分の間、3年間とすること 

(5)施行期日等 

民法改正施行日（令和2年4月1日）から施行（予定） 

 

厚労省は、今国会で法案提出の準備を進めており、

適切な労働時間の把握や管理監督者の区分、賃金

の支払いにもれがないか等、確認が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和2年1月9日、労働政策審議会から厚生労働

大臣に対し「雇用保険法等の一部を改正する法

律案要綱」はおおむね妥当との答申が行われま

した。その中で、複数の会社で働いている65歳

以上の労働者について、１事業所における週所

定労働時間が20時間未満であっても、申し出に

より高年齢被保険者となることができる改正の内

容が示されています。 

この改正は令和4年1月1日より施行される予定で

す。 

●特例の具体的内容（法律案要綱） 

・次に掲げる要件のいずれにも該当する者が、厚

生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣

に申し出た場合には、高年齢被保険者となること

ができるものとすること 

(1)一の事業主における一週間の所定労働時間

が20時間未満 

(2)二以上の事業主の適用事業に雇用される65

歳以上の者 

(3)二の事業主の適用事業（申出を行う労働者の

一週間の所定労働時間が5時間以上（予定)で

あるものに限る）における一週間の所定労働時

間の合計が20時間以上 

・事業主は、労働者がこの申出をしたことを理由

として、労働者に対して解雇その他不利益な取

扱いをしてはならないものとすること 
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賃金請求権時効を 5 年(当面 3 年)に延長

する法律案要綱の答申が行われました 

雇用保険 65 歳から副業の労働時間

を合算へ 



 

 

 

 

 

国は人生 100 年時代を迎えて全世代型社会保障検討

会議内容として、年金に関しては①受給開始時期の選

択肢の拡大として年金の繰下げ年齢 70 歳を 75 歳まで

に選択可能。②厚生年金の適用範囲の拡大として 20

時間以上 30 時間未満の短時間労働者の社会保険加

入を現在の加入人数要件の 501人以上から 2022年 10

月から101人以上、2024年10月から51人以上に拡大。

③在職老齢年金の見直しとして60代前半の年金額と月

収(総報酬月額相当額)を足した額の調整額 28 万円を

60 代後半の調整額 47 万円の基準に合わせることを事

務所ニュース 1月号で、お知らせしました。 

 

労働関係に関して、70 歳までの就業機会確保に対して

働く意欲がある高齢者がその能力を十分に発揮できる

よう、国は高齢者の活躍の場を整備する方針です。 

具体的には企業の努力義務として下記の方針 

雇用による措置として 

① 定年廃止 

② 70歳迄の定年延長 

③ 定年後又は65歳までの継続雇用終了後70歳まで

引き続いて雇用 

④ 定年後又は65歳までの継続雇用終了後70歳まで

再就職実現に努力する 

雇用以外の措置として 

① 定年後又は65歳までの継続雇用終了後に創業(フ

リーランス・起業)する者との間で、70歳まで継続的

に業務委託契約を締結 

② 定年後又は65歳までの継続雇用終了後に以下の

いずれかの事業による活動に70歳まで継続的に 

従事する 

・事業主が自ら実施する事業 

・事業主が委託、助成、出資等するNPO等の団体

が行う事業 

 

 上記の内容に関して今国会で法案を提出予定です。 

 

 

 

毎年恒例、“お年玉付年賀はがきの抽選”が今年も 

1月20日に行われました。今年は東京オリンピック・パ

ラリンピックを迎える年ということで、特別な賞品も取り

揃えられています。この機会に確認してみてはいか

がでしょうか♪ 

特等賞品① 東京 2020オリンピック 開会式ペアチケット 

※旅行券付き（全額ではなく一定の額） 

当選番号 

B １２４６ 組 

当選番号 

B １２３１ 組 

8 5 4 3 8 1 3 0 1 5 3 2 
 

特等賞品② 東京 2020オリンピック 閉会式ペアチケット 

※旅行券付き（全額ではなく一定の額） 

当選番号 

B １２３１ 組 

当選番号 

B １２３０ 組 

6 6 8 1 8 6 8 9 4 0 1 6 

 
特等賞品③ 東京 2020オリンピック競技観戦ペアチケット 

－当選の割合：1000万本に 1本－ 

※旅行券付き（全額ではなく一定の額） 

当選番号 

B組番号下1桁3組 

4 5 7 3 9 1 

※ 1 等～3 等に関しては、各組共通 

1等 
当選番号 

8 9 5 1 2 3 
 

－当選の割合：100万本に1本－ 

現金 30万円 または 

電子マネー31 万円分 

2等 
当選番号 

－ － 9 4 0 6 
（３９点の中から１点） 

 

－当選の割合：1万本に1本－ 

 
ふるさと小包など39点の中から 
１点 

3等 

当選番号 

－ － － － 6 7 

－ － － － 3 7 

－ － － － 1 6 
 

－当選の割合：100本に3本－ 
 
お年玉切手シート 

※お年玉賞品交換期間：2020 年 7 月 20 日（月）迄 

 －日本郵便 お年玉商品のご案内－ 

https://www.post.japanpost.jp/event/otoshidama2020/ 

       

令和2年用 
お年玉付年賀はがき（くじ付切手） 

当当当せせせんんん番番番号号号    
   
   
   
 

全世代型社会保障検討会議内容 


